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(c) 業務の目的 

 高精度の強震動予測を行うためには、震源モデルの構築、広域地下構造モデルの構築、

表層地下構造モデルの構築などの高精度化を進める必要がある。これを進めるにあたって

必要不可欠なものが、大都市圏をカバーする広域かつ高密度の強震観測網の観測波形デー

タである。広域かつ高密度の強震観測網から得られる観測データは、震源モデルと地下構

造モデルから推定される強震動推定値と比較することによって、これらのモデルの検証や

改善を可能にする。また、強震動シミュレーションから得られる理論波形データと観測波

形データを比較することによって、シミュレーション手法の検証と改善を可能にする。 

 平成 11 年度の補正予算により、６大都市圏の各拠点大学に、大都市圏強震動総合観測ネ

ットワークが整備され、これまでほとんど収集がされていなかった自治体等の震度計の強

震波形データの収集が、大都市の自治体等の協力のもとに開始された。首都圏においても

これまで５都県市の震度計の波形データが東大地震研に収集され、首都圏強震動総合ネッ

トワーク（SK-net）として整備されている。データが揃いはじめた平成 15 年度からは、地

震研究所の共同利用を利用した共同研究体制もスタートしている。また、近畿圏において

も京都大学防災研究所が中心となって、京阪神地域の大阪府、京都市、滋賀県の震度計の

波形データが収集され整備されている。 

 今回の大大特プロジェクトにおいて、我々は、これまでの大都市圏強震動総合観測ネッ

トワークを強化して高密度強震波形データベースを充実していく予定である。またそれに

より、高密度強震観測データを用いた、地下構造モデルの検証、モデルの高精度化のため

の手法の開発、強震動の伝播特性の解明、強震動シミュレーションの検証、等の研究を推

進していく予定である。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画 

 1) 平成１４年度： 

 ・大都市圏強震動総合観測ネットワークのデータベースの充実 
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 東大地震研では、首都圏強震動総合ネットワーク SK-net について、これまでの５都県市

のみのデータではまだ不十分であることから、首都圏周辺の自治体の震度計の波形データ

の収集に着手し、山梨県の協力のもと、県の震度計６４点の波形データの収集システムを

県庁に設置させて頂き、ダイアルアップによる収集を開始した。京都大学防災研究所では、

これまで近畿圏を対象として、大都市圏強震動総合観測ネットワークを整備して、これま

でに、大阪府と滋賀県の計測震度情報ネットワークと京都市消防局ネットの波形データを

収集した。 

 ・強震観測データを用いた地下構造モデルの検証ならびに高精度化 

 北海道大学では、今年度、札幌市が平成 13 年度に市内に展開した震度計ネットワークの

観測データを解析して、札幌市地下構造モデルの検証を行った。 

 東大地震研では、高密度強震波形データを用いて、地下構造モデルの高精度化のための

手法の開発を行った。 

 ・強震観測データを用いた強震動の伝播特性の解明、強震動シミュレーションの検証 

 東大地震研や横浜市大のグループでは、高密度強震波形データを用いて首都圏における

表面波の伝播過程を解明し、伝播経路に起因する強震動の生成過程の解明を進めている。 

 また東大地震研では、震源モデルと地下構造モデルを仮定して強震動シミュレーション

を行い、実際の観測波形データと比較検討し、強震動シミュレーションの検証を行った。 

  2) 平成１５年度： 

 大都市圏強震動総合観測ネットワークのデータベースの充実としては、首都圏において、

周辺の自治体の震度計の波形データの収集を進め、群馬県５９点の波形収集システムを開

発し、地震研究所からの夜間ダイアルアップ収集を開始した。また、群馬県以外にも、栃

木県、茨城県、静岡県の周辺各自治体と、波形データ収集の実現に向けた協議を行った。 

 首都圏における地盤増幅特性の研究では、横浜市内の観測点の地盤増幅特性を逐次解法

によって精度よく求めることができた。近畿圏においては、滋賀県観測網を使って予察的

に増幅度分布を調べ、琵琶湖東岸沿いに増幅度の大きい地域が見られること、湖岸沿いで

も局所的に増幅度の小さい地域が点在することなどについて地盤構造などから考察した。 

  3) 平成１６年度： 

大都市圏強震動総合観測ネットワークのデータベースの充実としては、引き続き周辺の

自治体の震度計の波形データの収集を進めデータベースを充実する。また高密度強震観測

データを用いた、地下構造モデルの検証、モデルの高精度化のための手法の開発、強震動

の伝播特性の解明、強震動シミュレーションの検証、等の研究を推進していく。 

  4) 平成１７年度： 

 平成１７年度以降も引き続き、大都市圏の周辺の自治体等の強震波形データの収集を進

めデータベースを充実する。また、最近のＩＴ技術を利用して展開することを目的とした

次世代強震観測システムの研究を進める。高密度強震観測データを用いた、地下構造モデ

ルの検証、モデルの高精度化のための手法の開発、強震動の伝播特性の解明、強震動シミ

ュレーションの検証、等の研究を推進していく。 

  5) 平成１８年度： 

 高密度強震観測データを用いた、地下構造モデルの検証、モデルの高精度化のための手

法の開発、強震動の伝播特性の解明、強震動シミュレーションの検証、等の研究を推進し
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ていく。 

 

(e) 平成１７年度業務目的 

・大都市圏強震動総合観測ネットワークのデータベースの充実 

 大都市圏の広域高密度強震観測データは、地下構造モデルの検証と高精度化に必要不可

欠なものである。このため、平成 17 年度も引き続き、大都市圏周辺の自治体等の強震波形

データの収集を進めデータベースを充実する。東大地震研では、首都圏を対象として、こ

れまで、山梨県、群馬県、栃木県、茨城県（電話回線系）の波形データ収集を新たに開始

し整備した。今後、茨城県（衛星回線系）、長野県、静岡県など首都圏周辺の自治体等から

協力を得て、可能なところから収集・整備を行う。京都大学防災研究所では、近畿圏を対

象として、これまでに、大阪府と滋賀県の計測震度情報ネットワークと京都市消防局ネッ

トの波形データを収集・整備した。今後、京都府、兵庫県、奈良県等にも協力を呼びかけ、

可能なところから波形データの収集・整備を行う。 

 これら既存の自治体等の観測点の波形収集に加えて、より高密度のネットワークを最近

のＩＴ技術を利用して展開することを目的とした次世代強震観測システムの研究開発を行

う。 

・ 強震観測データを用いたモデル化研究の推進 

 東大地震研では、首都圏強震動総合ネットワーク SK-net を利用した全国共同研究を推進

している。取組んでいる研究課題は、高密度強震観測データを用いた地下構造モデルの検

証、強震観測データを用いた地下構造モデルの高精度化のための手法の開発、強震観測デ

ータを用いた強震動の伝播特性の解明、強震観測データを用いた強震動シミュレーション

の検証などである。また、その他の大都市圏においても、同様なモデル化研究が進められ

ており、高精度化が進むものと期待される。 

 東大地震研では、震源モデルと地下構造モデルを仮定して強震動シミュレーションを行

い、実際の観測波形データと比較検討する。多くの高密度観測データを利用することで、

強震動シミュレーションと、地下構造モデルの検証と改良が進むものと期待される。また、

シミュレーション結果と実際のデータとの比較から、地表面における強震動波形データの

サイト増幅特性の問題についても研究の進展が期待される。 

 

(2) 平成１７年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

 首都圏強震動総合ネットワーク SK-net を強化して高密度強震波形データベースを充実

するために、引き続き首都圏周辺の各自治体のデータ収集を進めた。独自に波形データを

収集していない自治体に対しては、既存の自治体システムに影響を与えない形で、観測点

から波形データを収集するシステムの開発を行い、データ収集を行っている。平成１７年

度は、衛星回線経由で接続されている茨城県の震度計からの波形データ収集・整備を開始

した。また、長野県の震度情報ネットワークの震度計からも、波形データ収集・整備を開

始した。一方。静岡県については、平成 17 年度から、県が独自に波形データ収集を開始し

たことから、県庁経由での波形データ収集･整備について協議を開始している。当面は、県
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の担当の方に協力を仰いで、オフラインでデータ提供をしていただく予定である。これら

既存の自治体等の観測点の波形収集に加えて、より高密度のネットワークを最近のＩＴ技

術を利用して展開することを目的として、安価な LAN 接続型強震計の開発を行っている。

平成 17 年度は、地震研究所の建物に複数台を設置して比較観測を行い、安価なセンサーで

も十分な性能が得られることを確認した。また高密度強震観測データを用いた、地下構造

モデルの検証、モデルの高精度化のための手法の開発、強震動の伝播特性の解明、強震動

シミュレーションの検証、等の研究を実施した。 

 

(b)業務の成果 

 首都圏強震動総合ネットワーク(SK-net)1)2)については、山梨県６４点、群馬県５９点、

栃木県４７点、茨城県７９点（電話回線、衛星回線）、長野県１２０点が追加されて、平成

１７年には１０都県市の１２の強震観測網から合計約８６０点の震度計・強震計の強震波

形データが収集されるようになった(図１)。これは、首都圏のK-net/KiK-net観測点と気象

庁震度観測点の合計約３４０点の約２．５倍に及ぶ。なお、SK-netの場合、各観測網のデ

ータは、各自治体等の観測システムの現状に応じて、オンラインやオフラインで数日から

１年遅れで収集されて、共通のデータフォーマットに変換されて保存されている。このた

め全部のデータが集まり、利用可能になるには、1 年以上かかっている。 

 

 

図１首都圏強震動総合ネットワーク(SK-net)で収集している観測点 

 
 これら既存の自治体等の観測点の波形収集に加えて、より高密度のネットワークを最近

のＩＴ技術を利用して展開することを目的とした次世代強震観測システムの研究開発を行
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っている。高密度観測の実現の為には、１台１５０万円から２００万円もする強震計のコ

ストの低下が必要である。このため、センサー、AD 変換器、時刻校正機構などについて徹

底的にコスト低下を追及し、まずは１台約４０万円程度にコストを下げた安価な LAN 接続

型強震計を設計・試作した（図２、鷹野他 2005）。この装置は、まとまった購入台数さえ

確保できれば、３０～２０万円程度にまで安くすることが可能である。 

 

図２ 廉価版 LAN 接続型強震計(IT 強震センサー:試作品) 

 

平成１７年度は、これを地震研究所の建物内に複数台設置して、並行観測ならびに多点

観測を実施した（図３左）。その結果、地震のないときの機器ノイズについては、観測条件

が良好な場合に±0.2～0.4gal 程度で、震度 0 でも十分地震波形が記録できることが確認

された。また、茨城県沖 M5.9 の地震（地震研究所の震度は 1）の際に、地震研究所の３つ

の建物内に設置した 7 台の強震計の加速度波形を２回積分して各点の変位を求めてみたと

ころ、数百ミクロン程度の変位が建物内の各点で同じように得られ、それらの振幅と方位

がほぼ一致している記録が得られた（図３右）。これは、やや長周期の地震動が３つの建物

を同じように揺らしたものである。このときの記録から、今回の廉価版 LAN 接続型強震計

で、百ミクロン程度の変位記録が観測できることが確認された（鷹野他 2006）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 建物内多点観測の概要（左）と 2006/2/3 茨城県沖地震時の変位記録（右） 
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以上の成果から、今後は、廉価版 LAN 接続型強震計を多数設置した次世代の高密度強震観

測システムの研究を進める予定である。 

 

 大都市圏の高密度強震観測データを用いた、地下構造モデルの検証、モデルの高精度化

のための手法の開発、強震動の伝播特性の解明、強震動シミュレーションの検証、等の研

究については、以下のような研究を実施した。 

 

九州大学のグループでは、福岡圏強震動ネットワークとして収集した福岡県などの震度

計の波形データ、ならびに、気象庁や防災科研の K-net/KiK-net の波形データなどを用い

て高密度の強震観測データの解析を実施している。竹中らは、福岡県内のすべての震度計

などの方位を丹念に調査しており、2005 年福岡県西方沖地震（M7）において観測された波

形記録から主要動の水平変位の軌跡（震動方位）を調査した。そして、丸印（●）で示し

た観測点はその軌跡が「時計回り」、四角印（■）の観測点は「反時計回り」として地図上

にプロットした（図４）。その結果、福岡県西方沖地震の断層面の走行が、N304°E にほぼ

ユニークに求められることを示した。これは、高密度観測データだけで独立に求められた

ものであり、福岡圏強震動ネットワークの高密度観測網が効果的に活用されている。この

結果を元に、竹中らは、断層面の傾斜角についても、震源と推定した断層線から、87 度と

推定できることを示した。また観測波形を解析して主破壊の開始点を求め、それとアスペ

リティとの関係から、玄海島における被害発生について論じている（竹中ほか 2006）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 2005 年福岡県西方沖地震（M7）で観測された主要動の震動方向と推定断層線 

 

京都大学防災研究所のグループでは、近畿圏強震動総合ネットワークの高密度強震観測

データを用いた研究を実施している。松波は、滋賀県における強震動の地域性について、

近畿圏強震動総合ネットワークの滋賀県観測網の観測データを利用して、各観測点付近の

地盤増幅特性を検討した。 
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図５はこの解析に使用した地震の震央と滋賀県内の観測点の位置関係を示す。観測点に

ほぼ垂直に入射し、震源及び地殻内伝播経路の影響が観測点間でほぼ同じと考えられるよ

うなやや深い地震（1998 年 8 月 22 日 M4.9，深さ約 60km，和歌山県中部）の記録を使用し、

S 波スペクトル比法により解析している。 

図５  増幅度解析に用いられた地震（1998

年 8 月 22 日 M4.9、深さ約 60km、和歌山

県中部）の震央と滋賀観測点分布  

スペクトル解析区間は東西及び南北成

分の S 波立ち上がりから 10 秒間であり、両

端は 5%のハニング型のテーパを適用し、バ

ンド幅 0.5Hz のハニング窓を使って平滑化

を行った。ここでは、東西及び南北記録の

スペクトル成分をベクトル的に合成したも

の水平成分として解析した。基準観測点に

は滋賀県強震観測網 2)の露岩上観測点で

あるアシビ谷観測点（ABD）の記録を使用し

た。 

このような解析の結果、ABD を基準と

する各観測点の増幅度増幅度（1～3Hz 間

の平均値）が図６のように得られた。こ

れによると、琵琶湖東岸沿いに湖岸の軟

弱堆積地盤構造を反映した増幅度の大き

い（10 倍以上）地域が見られるが、局所

的に増幅度の小さい（２～５倍）地域が

あることがわかる。 

 
図６ 露岩観測点 ABD を基準とする各観

測点の相対増幅（1～3Hz 間の平均値） 

松波はこの局所的に増幅度の小さい地

域の解釈として、彦根山、荒神山、三上

山等の花崗岩あるいは閃緑岩からなる孤

立丘の存在を指摘して、さらに、過去に

は孤立丘であったところが現在では平地

になっており孤立丘の面影を留めていな

いで埋没しているものもあることを指摘

して、図 6 で局所的に増幅度の小さい地

域は孤立丘跡であったと説明している

（松波 2005）。 

 

 首都圏強震動総合ネットワーク(SK-net)では、地震研究所の共同利用を通じて多くの機

関の研究者により、高密度強震観測データを用いた研究を実施している。平成 17 年 7 月に

発行された、首都圏強震動贈号ネットワーク報告書（2005 年 7 月）では、以下のような研

究成果が報告された。 

 ・関東平野の堆積層の３次元Ｓ波速度構造の推定 

山中浩明，駒場信彦（東工大総合理工学研究科），山田信之（京大防災研）  

 ・周波数特性を考慮した関東平野におけるサイト増幅特性   
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     川上洋介(*)・金田淳也・久田嘉章（工学院大学、*現在㈱篠塚研究所） 

・常時微動を用いた東京消防庁の地震観測点における建物および地盤の振動特性の推定

    紺野，諏訪(芝浦工大)，纐纈(東大地震研)，水村，田野倉(東京消防庁)  

・SK-net で見た紀伊半島南東沖地震の長周期地震動 

                            三宅弘恵・纐纈一起（東大地震研） 

・新潟県中越地震と長周期地震動による関東平野の大揺れ 

                      古村孝志（東大地震研）  

・２００３年十勝沖地震による広域における強震動特性 

 笹谷努・前田宜浩（北大・理学研）、高井伸雄・清水学（北大・工学研）  

  ・鹿児島県北西部における 3 次元速度構造モデルの構築と地震動シミュレーションへの

適用   藤井雄士郎(九大情報基盤センター),竹中博士(九大大学院理学研究院) 

  ・強震動評価のための統合化地下構造データベースの構築 

       大井昌弘・藤原広行・野畑有秀・八十島裕（防災科学技術研究所）  

  ・強震時の間隙水圧上昇に伴う地盤の液状化プロセス            

松波孝治・郷隆之・釜井俊孝（京大防災研）   

・高密度強震計ネットワークからわかったこと  

                 翠川三郎（東京工業大学都市地震工学センター） 

  

(c) 結論ならびに今後の課題 

 首都圏では、多くの周辺自治体の協力のもとにデータベースが充実しつつある。これに

より、首都圏の広域地下構造モデルを構築するためのデータの準備がようやく整いつつあ

る。2004 年紀伊半島沖地震や新潟県中越地震の際は、首都圏を襲う長周期地震動の研究に

広域高密度という SK-net の特徴がいかんなく発揮された。ただ、自治体によっては、デー

タ収集に最大１年ぐらい遅れるとか、観測点で保存できる波形データが少なくて、新しい

地震が観測されると波形データが上書きされて消失してしまうという問題もある。さらに、

最近では、自治体の合併による観測点の変更、データ収集回線の防災無線などへの変更、

自治体システムの変更などから、頻繁に自治体データ収集について変更を余儀なくされて

いる。精密な解析には良質なデータセットが不可欠であるので、なるべく欠測のないよう

に、引き続き、各自治体の担当者と協力して、安定的にデータ収集するように変更・整備

を進める必要がある。 

また、既存の観測網の収集だけでなく、より高密度な強震観測を推進するためには、IT

を活用した安価な強震計の開発と普及が重要である。現在開発中の新型強震計は、まだま

だ価格的には安くすることができると思われるので、今後更なる研究開発を進めて、次世

代高密度強震観測システムの実現へと研究を推進する必要があるだろう。 

今後とも、大都市圏の強震動総合ネットワークで得られた高密度強震観測データを充実

し整備していき、地下構造モデルの検証、モデルの高精度化のための手法の開発、強震動

の伝播特性の解明、強震動シミュレーションの検証、等の研究を一層推進していく予定で

ある。 
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(f) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

2)ソフトウエア開発 

 なし 

3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成 1８年度業務計画案 

首都圏を中心とした大都市圏の周辺の自治体等の強震波形データの収集を、引き続き進

めデータベースを充実するとともに、最近のＩＴ技術を利用して展開することを目的とし

た次世代強震観測システムの研究を進める。また、高密度強震観測データを用いた、地下

構造モデルの検証、モデルの高精度化のための手法の開発、強震動の伝播特性の解明、強

震動シミュレーションの検証、等の研究も引き続き推進していくが、特に強震波形データ

のスペクトルから地下構造を逆解析する手法の開発をめざす。 
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